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本書は，混迷する東南アジアの中で，独自の内外政策

を推し進めつつあるビルマの経済発展の特殊性を，国家

セクターの生成•発展という側面から明らかにしようと

するものである。

著者アゾフスキーは， 1948年にビルマが独立してから

革命評議会の成立する1962年までを国家資本主義の時期

と規定し，これをさらに 3期に区分する。すなわち，私

企業の制限，外国企業の国有化が進められる一方，国家

セクターの積極的な創設がはかられた第1期（独立から

経済開発8カ年計画の開始される 1952年まで）。 1951~

52年の民族運動の退潮が民族ブルジョアジーの経済政

策に変更をもたらし，支配層が国有化の中止，外国資本

との妥協にはしった第2期 (8カ年計画の中止される

1956年まで）。しかし同時に，この時期には， 8カ年計画

の実施による新企業の建設で，国家セク ターは拡大を続

けた。そして，もろもろの困難に遭遇して 8カ年計画が

放棄され，民族資本の力が一段と強まった第3期 (1956

年からクーデターにより革命評議会が成立する1962年ま

で）。

では，現在政権についているネ・ウィンの経済政策を

どう考えるか。著者は，革命評議会の政策には，それ以

前のものと比べて質的な変化があるとし，次のようにい

う。r重要なのは，国家の介入の規模の拡大や国家セクタ
ーのめざましい成長ではない。政権の性格の違いが，経

済建設への国家の参加の性格を変え，外国演本に対する

国家政策の性格を変えたのである」と。

本書ではその他，国家セク ターの管理・計画・金融の

問題，国家セクターが経済諸部門において占めている地

位などについてふれている。 （村野）
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ビルマ革命委員会政府が， 1965/66年予算を国民に示
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すために作成した経済白書。第1部には，1961/62年から

1964/65年までの時期における経済発展を示す統計表，

第2部には1965/66年の経済開発目標指標，第3部には

1955/66年度の政府予算を示している。いずれも統計表

を中心にし，短い解説が付されている。

後半部全体の 3分の2を占める「付録」には，本文に

収録されたものより ，さらにくわしい生産統計，貿易統

計，中央政府予算，各州政府予算，国際収支統計等を収

めている。 （中村）
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外国で現地労働者を雇おうとするアメリカの企業家と

当該問題の研究者のために，アメリカ労働統計局が編纂

発行している各国別の「労働法と労働慣行」に関する報

告書のマレーシア・シンガボール篇。内容は，政府出版物，

単行書，および著者(M.B. Zuzik)の個人的調査等をも

とにまとめられた概説的ガイドプックである。

構成は紹介済みのセイロン，台湾篇と同じで， 4部14章

と付録10からなり，次のとおり。第1部「国と労働者」は，

一般的に政治・経済・文化・人的資源等を概観し，第2部

「政府と労働」は，労働行政組織，労働関係立法および

政策を述べる。第3部「労働者と経営者」では，労使団

体，労使関係および労使調整機構について，第4部「労

働条件」では，雇用慣行，労働時間，割増賃金，貨金と

諸手当，安全衛生，災害補償，社会保険を扱う。各部は

項目別に章に分け，半島部マレーシア，シンガボール，

サバ，サラワクごとに，それぞれ事例を含んだ解説が行

なわれている。

付録は， A:マレーシア労働法一覧， B~F:マレー

シア労働組合一覧， G~H:半島部マレーシア，シンガ

ボール経営者団体一覧， I :サラワク非政府企業産業別

賃金，である。さらに，シンガボール分離独立後も大部分

の労働法は有効であるが， .r:マレーシアの労働立法の
変化として， 1965年中に新たに制定あるいは改正された

若千の法令を紹介している。
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巻末に本書で扱うテーマの書誌を含む。なお本シリー

ズ中，アジア地城では，フィリピン，タイ，ビルマ，台

湾，セイロン，パキスタン等が既刊である。 （福沢）
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CorneII Univ. Press, 1965, 279 p. | 
タイ国は西欧諸国のアジアに対する植民地化政策をま

ぬがれ，スコータイ王朝成立以来今日まで，国家の独立

を保持してきた東南アジア唯一の国である。本書はその

観点から，立憲革命以来第2次世界大戦をへて戦後のい

わゆる共産勢力の影響，さらに歴史的民族的に親近感を

もつ隣国ラオスの内乱を通じて，自国の安全を保つため

に，東南アジアを中心とする国際社会の場で，タイ国が

どのように考え行動したかに焦点を合わせて害かれてい

る。

内容は，全8章と巻末の索引・書誌からなる。第1章

「歴史的背景」は，王朝成立後西欧諸国との条約締結，

第1次大戦後パリ会諮への出席，条約の改正等国際社会

への参加を述べる。第2章「政治的風土」は， 1932年の

革命とそれに続く立憲政治，軍部の勃興，議会政治，さ

らに大戦後の軍部の復活と憲政の衰退と，政権の推移の

プロセスを追う。第3章「第2次大戦中のタイ」では，

ヒ°プン政権が日本と結び英米に対し宜戦し，日本の敗勢

とともに連合国と交渉し有利な地位を得たことが述べら

れる。第4章「安全の探求」では，戦後の冷戦下のタイ

が，自国の安全を守るために共産勢力の影響を排して，

西方陣営に組しSEATOに参加，その立場を積極的に主

張する姿が描かれる。第5,6章は「ラオス内乱の衝撃」

「同盟の危機」と題し，戦後タイの安全保障にとり最大

の費威となったラオスの内乱と，それをめぐる関係諸国

の動き，タイのとった態度を扱う。ジュネーヴ会厳によ

るラオス 3派連合政府の成立により，事態は落着したが，

SEATOおよびアメリカが内紛に対し強硬手段に出なか

った点で，タイは不満と不安を感じたとしている。第7

章「同盟の再評価と再調整」では，特にアメリカの東南

アジア政策に反するようなラオスでの態度から，タイの

安全を侵略の際にはアメリカが保障する旨の声明により

タイがふたたびアメリカとの結びつきを強めるに至る経

緯が述べられている。第8章「展望」は，最近のアジア

情勢を概銀し，見通しとしては，結局アメリカの政策い

かんが，当地域に対する共産勢力の動きに関連して，東

南アジアの平和問題の決定的要因であるとする。

著者は1961年から63年にかけタイに滞在し，現在アメ

リカ国防省に勤務しており，著書に Iceland;reluctant 

ally,共著に God'sown country and mine ; Denmark 

and Icelandがある。 （福沢）
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ミュンヘンのIFO経済研究所アフリカ研究センター

で編さんしている「アフリカ研究叢書」の第5冊目。東

アフリカ諸国に関する社会科学的研究の発展と現状を展

望したもの。

A 「序論」では，この調査の全体的構成をあきらかに

し， B「研究機関」では，カンパラにある東アフリカ研

究所(E心SR)，ニエゲジ社会研究所，各大学等東アフリ
力域内にある調査研究機関，アメリカ， トイツなど城外

にある研究機関ごとにその活動状況を概観する。 C 「研

究展望ー一一部族・地域」では各部族・地域を対象とする

研究調査を展望し， D 「研究展望ーーテーマ」では歴史，

政治，法律，人口，保健・栄養，経済発展，社会発展の

テ-マ別にわけて研究状況を整理する。 E「研究の諸問

題一方法」では調査方法を論じた文献を整理する。こ

の研究展望に対応する形で， 1954~63年期における社会

科学的研究文献の書誌， 1954年以前の資料についての書

誌方法論 ・調査方法に関する書誌，書誌の書誌の4書

誌を収録している，その他引用雑誌リスト，部族名リス

ト，県名リスト，研究機関リストがあり，テーマからで

も，部族，地域からも研究ならびに文献にアプローチで

き，便利である。 （中村）
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